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図―１　低入札価格調査件数と平均落札率の推移�
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はじめに

国土交通省（旧建設省）においては，低入札価

格調査制度の対象となる工事が年々増加している

ことを踏まえ，契約の内容に適合した履行ができ

るかどうか，特に重点的に調査を実施すべきもの

についての調査事項等を定めた「低入札価格調査

マニュアル（重点調査用）」をまとめ，平成１２年

１２月，各地方整備局に対し本マニュアルに基づき

重点調査を試行するよう通知したのでその概要を

報告します。

直轄工事における
低入札価格調査の状況

� 低入札価格調査の実施

著しい低価格入札は，
工事の手抜きなどによ

る品質の低下，�下請けへのしわ寄せ，�労働条

件の悪化，安全対策の不徹底等につながりやす

いため，直轄工事においては，予算決算及び会計

令第８５条に基づき，契約ごとに２／３から８．５／１０

の範囲内で契約担当官の定める割合を予定価格に

乗じた額に満たない場合に，低入札価格調査を実

施しています。

契約担当官の定める割合

＝（直接工事費の額＋共通仮設費の額

＋現場管理費相当額×１／５）

×（１０５／１００）／予定価格

� 調査対象件数の推移

図―１は調査の対象件数と平均落札率の推移を

示したものですが，平均落札率が下落傾向にある

一方，調査実施件数は平成８年度１０８件，平成９

年度１７６件，平成１０年度２３６件，平成１１年度２５４件

と年々増加し続けています。表―１は平成１１年度

に調査を実施した工事件数を部局別，入札方式

別，工事種別ごとに示したものです。この結果を

見ると，入札方式別では指名競争入札方式が，ま

た工事種別では建築関係，塗装，電気設備，セメ

ントコンクリート舗装，造園，一般土木等におい

て調査の実施対象工事の割合が高いことが分かり
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ます。

重点調査マニュアルの概要

� 重点調査の目的

重点調査の目的は，実際の調査において合否の

判断に必要となる資料の内容や具体的な調査の方

法などについて明らかにするとともに，施工段階

でも調査結果のチェックを実施して，この結果を

フォローアップすることにより，従来の低入札価

格調査制度の運用強化を図るものです。

� 重点調査の対象

重点調査を実施する工事は，過去の実績等か

ら，各地方整備局ごとに年間１０件程度実施できる

よう重点調査の基準を設定します。また，基準外

であっても，通常の調査の過程で重点調査の必要

があると認められた工事についても適用すること

としています。

� 調査方法

重点調査を実施するに当たっては，当該調査が

重点調査であることを入札者に伝え，原則として

入札後７日以内に積算の基となった資料を指定の

様式に従ってすべて文書で支出負担行為担当官に

提出してもらうこととしており，文書が提出され

た後２～３日以内に入札者の責任者から事情聴取

を行います。

調査は，表―２に示す調査項目に応じて，入札

金額の基となった積算の仕様や数量の確認，資材

・労務・市場単価を確認することとし，これらが

発注者の設定より相当程度異なった場合は，その

理由についてさらに詳細な確認を行うこととして

います。また，必要に応じて見積りの徴取，下請

け予定業者へのヒアリングを実施するとともに，

他の発注機関とも連携して当該業者が過去に施工

した公共工事の内容の確認等も行うこととしてい

ます。

� 契約後の取り扱い

低入札価格調査の対象者と契約をする場合に

は，「低入札価格調査制度調査対象工事に係る監

督体制等の強化について」（平成６年３月３０日付

表―１ 平成１１年度入札価格調査による対象調査結果
総件数 （単位：件，％）

平成１１年度

低入札 全体件数 比率

部局別内訳

東北 ３５ ２，３６１ １．４８
関東 ３２ ３，２５５ ０．９８
北陸 ９ １，３８６ ０．６５
中部 １１ １，９３０ ０．５７
近畿 １０３ ２，１５４ ４．７８
中国 ２０ １，７２８ １．１６
四国 ９ ９６３ ０．９３
九州 ３３ ３，０８３ １．０７
官庁営繕部 １ ５３ １．８９
土木研究所 １ ２４ ４．１７

入札方式別内訳

一般競争 ０ ２５２ ０．００
公募型指名競争 ２７ １，８６６ １．４５
工事希望型指名競争 ２５ ２，９２８ ０．８５
通常指名競争 ２０２ １１，８９１ １．７０

工種別内訳

一般土木 ８５ ５，９５９ １．４３
アスファルト舗装 １６ １，７２９ ０．９３
鋼橋上部 １ ３５７ ０．２８
造園 ７ ４７８ １．４６
建築 ２９ ８１８ ３．５５
木造建築 ２ ９８ ２．０４
電気設備 ２０ ６０２ ３．３２
暖冷房衛生設備 ６ ３５０ １．７１
セメント・コンクリート舗装 １ ２２ ４．５５
プレストレスト・コンクリート ０ ２７８ ０．００
法面処理 ３ １７９ １．６８
塗装 ２５ ４３２ ５．７９
維持修繕 ３３ ２，９０４ １．１４
しゅんせつ ０ ２４ ０．００
グラウト ０ ２９ ０．００
杭打 ０ ６ ０．００
さく井 ０ ２５ ０．００
プレハブ建築 ４ ５１ ７．８４
機械設備 ８ ８０４ １．００
通信設備 １２ １，５０７ ０．８０
受変電設備 ２ ２８５ ０．７０

合 計 ２５４ １６，９３７ １．５０

（注）「全体」は競争契約全体（「一般競争」＋「指名
競争」）を表す。
「比率」は（低入札件数）／（全体件数）を表す。

（資料） 建設省直轄工事契約関係資料，平成１２年度
版，p．２４
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け，建設省技調発第７２号ほか）に基づき，監督体

制の強化を行いますが，重点調査を実施した場合

には，調査記録を監督員に引き継ぎ，施工体制台

帳や施工計画書の内容について必ずヒアリングを

実施するなどフォローアップを行うことになって

います。

今後の課題と方針

不当な低価格での入札を排除するためには，発

注者が低入札価格調査制度等の適切な運用を図る

ことにより，入札参加者が適正な積算に基づく入

札を行うようにすることが必要です。ただし，

「不適正な入札」となる判断基準については，例

えば，数値的な判断基準を設けると新たなロアリ

ミットになりかねないなどの指摘もあり，このマ

ニュアルでは，実際の調査において合否の判断に

必要となる資料の内容や具体的な調査の手順など

について明らかにすることにより，従来の制度の

運用強化を図ることとしました。

直轄工事では本マニュアルに従って重点的な調

査を実施するとともに，施工段階でも調査結果の

チェックを行うこととしており，この結果をフォ

ローアップして，１３年度以降の対応を検討するこ

ととしています。これらの取り組みが，不当な低

価格受注に対する抑止力となり公共工事の品質確

保に寄与するものと期待しています。

表―２ 低入札価格調査マニュアルに規定された調査内容

調査項目 調査の内容

�当該価格で入札した理由 ・当該入札価格で当該工事が安全で良質な施工が可能か

�見積書または内訳書の内容 ・設計図書で定められている仕様および数量になっているか

・資材単価，労務単価，および市場単価

・下請け業者との関係

→必要に応じて下請け業者からヒアリング

・安全対策は十分か

・管理費の計上

�手持ち工事の状況 ・契約対象工事付近における手持ち工事および契約対象工事

・技術者が適正に配置されているか

�契約対象工事個所と入札者の事務所，倉庫等との関係 ・地理条件等をかんがみ，経費等の節減が可能か

・緊急時の対応等，安全管理の優位性

�手持ち資材の状況 ・在庫の保管状況を写真等で確認

�資材購入先および購入先と入札者の関係 ・資材販売店等の作成した見積書等により確認

�手持ち機械数の状況 ・自社保有機械の確認

�労務者の具体的供給見通し ・労務者の確保計画および配置予定

・雇用関係の確認

�過去に施工した公共工事名および発注者 ・過去に施工した公共工事の施工体制台帳の内容

・直轄工事における低入札受注工事の実績の有無

	建設副産物の搬出地 ・適正な地を選定しているか

・処理価格は合理的か
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